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   令和６年度適正化事業に係る負担金の額及び徴収方法について 

 

平素より、当センターの適正化事業にご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、令和６年度適正化事業に係る負担金の額及び徴収方法につきまして、別紙の

内容で北陸信越運輸局長より認可を受けましたので、皆様には追って個別にご通知さ

せていただきます。 

 当該負担金につきましては、当センターの適正化事業の運営に必要となる経費に基

づき算出したものであり、何卒ご理解を賜りますようお願い申し上げます。 

 なお、負担金の算出方法は以下のとおりです。 

 

【負担金の算出基礎】 

負担金の額は、事業者割、営業所割及び車両割により算出し、それぞれの割合は「２：

４：４」とした。 

① 事業者総数（令和６年２月１日現在）   ２２６者 

② 営業所総数（令和６年２月１日現在）   ２９８営業所 

③ 車両総数 （令和６年２月１日現在）      ２,６３３両 

④ 事業活動必要額（繰越金充当後）     ２７,６３０,７２０円 
 

【負担金単価の算出方法】         

 １事業者当たり：④ ×２０％ ÷ ① ＝ ⑤ ････２４,４６０円   

 １営業所当たり：④ ×４０％ ÷ ② ＝ ⑥ ････３７,０９０円  

 １車両当たり ：④ ×４０％ ÷ ③ ＝ ⑦ ･･････４,２００円  

                       〈１０円未満切り上げ〉 

 

【各事業者の負担金の額】 

⑤ ＋（⑥×当該事業者の営業所数）＋（⑦×当該事業者の車両総数） 

 

 



 

 

※１ 年度途中に事業の譲渡及び譲受に係る認可を受けた事業者にあっては、譲渡人が負担金を一括納

付していた場合には精算しないものとし、譲渡人が負担金を一括納付していない場合にあっては譲

受人に対し未納分に係る負担金を請求します。 

※２ 年度途中に事業の分割、合併、相続の認可を受けた事業者にあっては、認可に伴い許可に基づく権

利義務を承継することから精算をしません。 

令和６年度 負担金の額及び徴収方法 

 

一般社団法人 北陸信越貸切バス適正化センター 

１ 負担金の額（単価） 

①  １事業者当たり （令和６年４月～７年３月）… ２４,４６０円 

②  １営業所当たり （令和６年４月～７年３月）… ３７,０９０円 

③  １両当たり   （令和６年４月～７年３月）…  ４,２００円 

２ 負担金の徴収方法 

（１）負担金の請求 

上記１の負担金の額（単価）を基に、算出基準日（令和６年２月１日現在）の

各事業者の営業所数及び車両数により算出した額を事業者ごとの負担金とし、こ

れを期首において請求します。なお、事業者が分割納付を希望した場合は後期分

を令和６年９月以降に請求します。 

（２）新規許可・事業計画の変更に伴う負担金の請求 

   年度途中に新規許可を受けた事業者については、許可を受けた日の属する月の

翌月分から当該年度末までの負担金を、年度途中に適正化機関の管轄区域内に営

業所を有していない事業者が営業区域の拡大に伴い適正化機関の管轄内に初め

て営業所を設置した場合については、当該認可の日の属する月の翌月分から当該

年度末までの負担金を請求します。 

（３）負担金の納付 

上記（１）、（２）により算出した１カ年分の負担金の一括納付になります。 

ただし、分割納付を希望する場合は、１カ年分の負担金を前期・後期に分割し

て納付することができます。 

（４）負担金の精算 

   年度途中において事業計画の変更等が生じた場合の負担金の精算については

下表のとおりです。 

事業廃止、許可取消・失効 精算します 

事業の休止、再開 精算します 

事業の譲渡及び譲受 欄外記載（※１） 

事業の分割、合併、相続 欄外記載（※２） 

事業計画の変更 

・適正化機関の管轄区域内のすべての営業所を廃止し、

当該区域内に営業所を有しないこととなった場合 

精算します 

事業計画の変更（上記以外） 精算しません 

 

 



 

 

（５）納付期限 

   別紙請求書に記載のとおりとします。（請求日より１か月後） 

   ただし、天災その他負担金を納付しないことについてやむを得ない事由がある

と認めるときは、納付期限を延長する場合があります。 

 

（６）延滞金について 

   納付期限までに負担金の納付がない場合には、道路運送法（以下、「法」とい

う）第４３条の１５第５項及び法施行規則第３４条の１０第２項の規定により、

納付期限の翌日から負担金を納付する日までの日数１日につき１万分の４の延

滞金を徴収します。 

   ただし、法第４３条の１５第６項及び法施行規則第３４条の１０第３項の規定

により、天災その他負担金を納付しないことについてやむを得ない事由があると

認めるときは、延滞金の納付を免除する場合があります。 

 

 


